
１．地方公会計制度整備の目的

２．会計の範囲

国民健康保険事業 一部事務組合、第３セクター等
後期高齢者医療 （７団体）
介護保険事業 　上川教育研修センター
地方卸売市場事業 　北海道市町村備荒資金組合
公共下水道事業 　北海道後期高齢者医療広域連合
農業集落排水事業 　士別地方消防事務組合

　士別市農畜産物加工（株）
　（株）翠月
　羊と雲の丘観光（株）

連結財務書類

３．各財務書類の解説

※士別市では、行政コスト計算書と純資産変動計算書を１つの財務諸表として作成しています。

　地方分権の進展に伴い、特色を生かした地域経営が地方公共団体に求められており、そうした経営
を進めていくには、内部管理強化と外部へのわかりやすい財務情報の開示が不可欠となっています。
　特に、厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、住民への説明責任をより適切に果たし、財政
の効率化・適正化を図ることが求められており、発生主義等の企業会計手法を活用した財務書類の開
示が必要となっています。

令和２年度 士別市の地方公会計制度（統一基準）による
財務書類（概要版）

特別会計
（６会計）

企業会計
（２会計）

水道事業
病院事業

一般会計

士別市 外郭団体

住民サービスを提供するための保有資産が、どのような財源で賄われたかを
表しています。資産や負債といったストック情報の把握が可能です。

　財務書類には「一般会計等財務書類」「全体財務書類」「連結財務書類」の３つがあり、全体財務
書類とは、一般会計に特別会計及び企業会計を含めたもので、連結財務書類とは、全体財務書類に外
郭団体を含めたものです。
　なお、外郭団体のうち第３セクターは、市の出資比率が50％以上の団体を対象としています。

１年間の資金の出入情報を、性質の異なる３つの区分（業務活動・投資活
動・財務活動）に分けて表しています。どのような活動に資金が必要とさ
れ、どのような財源で賄われているかといった状況を表しています。

貸借対照表の純資産の部に計上された各数値が１年間でどのように変動した
かを表すもので、純資産の１年間での増減内容を表します。

行政活動のうち、福祉サービスや施設の維持管理費など資産形成に結び付か
ない行政サービスに要した経費とそのサービスによる収益を表しています。

資金収支計算書

純資産変動計算書

行政コスト計算書

貸借対照表

士別市の地方公会計の整備の経過

・平成20年度決算～：「総務省方式改訂モデル」により財務諸表の作成

・平成22年度決算～：「基準モデル」により財務諸表の作成

・平成26年度決算～：「統一的な基準」により財務諸表を作成

全体財務書類

一般会計等財務書類

連結財務書類

国民健康保険事業
後期高齢者医療
介護保険事業

公共下水道事業

農業集落排水事業

特別会計
（５会計）

企業会計
（２会計）

水道事業
病院事業

一般会計

士別市 外郭団体

一部事務組合、第３セクター等
（８団体）

　上川教育研修センター
　北海道市町村備荒資金組合
　北海道後期高齢者医療広域連合
　士別地方消防事務組合
　士別市農畜産物加工（株）
　（株）翠月
　羊と雲の丘観光（株）
　まちづくり士別（株）



４．令和２年度 一般会計等財務書類の概要

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

資産 885億円 負債 299億円 経常費用 186億円

有形・無形固定資産 861億円 固定負債 271億円 人件費 33億円

（道路、橋りょう、学校等） （地方債、退職手当引当金等） （職員給与費、退職手当引当金繰入額等）

投資その他の資産 13億円 流動負債 28億円 物件費等 70億円

（特定目的基金、出資金、長期貸付金等） （1年内償還予定地方債、賞与等引当金等） （物件費、減価償却費等）

流動資産 11億円 その他 2億円

　うち現金預金 1億円 移転費用 81億円

経常収益 9億円

期首資金残高 0億円 期首純資産 602億円

　　　　＋ 　　　　＋ 臨時損益（資産売却損益等） 0億円

本年度資金増減 1億円 本年度純資産増減 ▲16億円

業務活動収支 14億円 純行政コスト ▲177億円 純行政コスト 177億円

投資活動収支 ▲1億円 財源（税収等） 161億円

財務活動収支 ▲12億円 固定資産等の変動 0億円

期末資金残高 1億円 期末純資産残高 586億円

※各数値については四捨五入により億円単位での表記としています。

主な指標の前年度比 （百万円）

（使用料・手数料、その他経常収益）
【純資産変動計算書】【資金収支計算書】

（現金、財政調整基金、短期貸付金等） （支払利息等）

586億円純資産

（補助金等、社会保障給付金等）

区分 令和２年度 令和元年度 増減額 対前年度比 主な要因

資産 88,468 91,306 -2,838 -3.11%
減価償却累計額　▲2,274
主な資産の増　新庁舎（仮勘定から本勘定へ）2,467、橋梁　123、市道　100

負債 29,848 31,082 -1,234 -3.97%
地方債（地方債+1年以内償還予定地方債）▲1,215
退職手当引当金　▲35

純資産 58,620 60,224 -1,604 -2.66%

純行政コスト 17,720 15,700 2,020 12.87% 業務費用　▲16、補助金等　1,115、経常収益　15、社会保障給付　▲39

基礎的財政収支 1,121 -1,734 2,855 164.65% 業務活動収支　1,285、投資活動経費　958



５．財務書類の分析

①　純資産比率 〔純資産÷総資産〕

一般会計等

全体

連結

②　有形固定資産減価償却率

一般会計等

全体

連結

③　将来世代負担比率 〔地方債残高÷有形・無形固定資産合計〕

一般会計等

全体

連結

④　受益者負担比率 〔経常収益÷経常費用〕

一般会計等

全体

連結

　企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど財政状況が健全であ
るといえます。
　総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合かを表します。

令和２年度 令和元年度 前年度比

66.3% 66.0% 0.3%

類団平均（R1）

71.4%

59.5% 59.3% 0.2%

59.6% 59.6% 0.0%

36.9% 37.4% ▲0.5%

36.8% 37.0% ▲0.2%

　社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産と物品を地方債等などによっ
てどれくらい調達したかを表します。
　この指標が高いほど将来の世代が負担する割合が高いことを表します。

令和２年度 令和元年度

58.9% 57.9% 1.0%

14.6% 15.7% ▲1.1%

前年度比

31.9% 32.3% ▲0.4%

類団平均（R1）

19.3%

14.9% 16.3% ▲1.4%

　資産形成に結び付かない行政サービスに要したコストに対し、どの程度を使用料・手
数料で賄っているかを表すものです。

令和２年度 令和元年度 前年度比

4.6% 5.1% ▲0.5%

類団平均（R1）

61.3%

〔減価償却累計額÷（有形固定資産－土地等＋減価償却累計額）〕

　有形固定資産が耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過しているのかを全体
として把握することができます。

令和２年度 令和元年度 前年度比

59.1% 58.3% 0.8%

58.9% 58.0% 0.9%

類団平均（R1）

4.4%


